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機構

局長

向井逸平

(内線 4200)

※水産農林部長室

事務長

前田一郎

(内線 4301)

会長

平尾政博

2

( 1 )

農政管理係(4人)係長

農地係(4人)係長

構成

農業委員会の委員構成(令和2年7月改選)

(令和3年4月1日現在)

農業委員(1 9人)

委員の区分

農業委

農地利用最適化推進委員(24人)

農地刃凋最劃雌進委員

・農業委員は、現地調査等の際は居住地区(6地区)の区域を担当する。
・農地利用最適化推進委員は、それぞれ担当する地区において活動する。(旧長崎地区4名、東長
崎地区4名、茂木地区4名、式見・三重・外海地区3名、琴海地区5名、三和・野母崎地区4名)
※令和3年6月1日現在

定数

人数

川本大助

き十

1 9人

実数(※)

木下幸

( 2 )

24人

1 9 人

43人

運営委員会の構成

構成区分

24人

推薦・公募により候補者を求め、選定審査会によ

る選定後、議会の同意を得.て、市長が任命する。

運営委員数

43人

備

※中立委員とは、農業委員会の所掌に属する事項に関し利害関係を有しない者。

推薦・公募により候補者を求め、農業委員会総会

にて選定し、農業委員会が委嘱する。

( 3 )

長

小委員会の構成

1人

会長職務

代理者

遊休農地対策検・討委員会

小委員会名称

考

1人

会長及び会長職務代理者が

担当する区域以外の4地区

4人

中立委員

(※)

構成委員数
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3 委員名簿

0農業委員会委員(19人)

氏

2

3

名

い

井川
がわ

4

義奨

5

ナが

いちじ

6

居住地区

次

かず

也

7

式見・三重・外海地区

東長崎地区

醤箇'裕義

8

たかし

隆

9

式見・三重・外海地区

旧長崎地区

たぴら

田平

認定農業者

10

11

旧長崎地区

中立委員

12

東長崎地区

ひらお

平尾

13

(令和3年6月1日現在)

茂木地区

三和・野母崎地区

14

叢鵠

みね

備

15

0

東長崎地区

16

考

中立委員

幸

運営委員

17

0

琴海地区

やまぐち

山口

18

0

東長崎地区

箇昔貰往榮

19

舞後

茂木地区

運営委員

琴海地区

運営委員

・任期:令和2年7月20日~令和5年7月19日

0

旧長崎地区

三和・野母崎地区

0

0

0

茂木地区

0

茂木地区

運営委員

会長・運営委員

琴海地区

0

0

会長職務代理者・・運営委員

運営委員
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0農地利用最適化推進委員(24人)

氏

2

いけ

3

名

4

5

盧色

6

鳥諾整筆

担当地区

7

東長崎地区

8

式見・三重・外海地区

琴海地区'

9

久保

10

としみ

利美

しば

柴

旧長崎地区

11

(令和3年6月1日現在)

合串鉾塑

東長崎地区

ただ」

正

12

備

琴海地区

めぐみ

'、..、

13

東長崎地区

考

14

琴海地区

三和・野母崎地区

15

16

斡朱奨、

式見・三重・外海地区

琴海地区

17

ひろと

弘人

漬口

18

旧長崎地区

19

ます

1苗

茂木地区

20

発

式見・三重・外海地区

茂木地区

21

晋

22

茂木地区

23

難閃稽色

琴海地区

24

裟律談途

東長崎地区

三和・野母崎地区

やました

山下

・任期:令和2年7月30日~令和5年7月19日

三和・野母崎地区

かずたか

和孝

茂木地区

旧長崎地区

三和・野母崎地区

旧長崎地区
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4 農業委員会の事務

農業委員会とは、「農業委員会等に関する法律」.(以下「法」という。)に基づいて市町

村に設置が義務づけられている行政委員会である。

農業委員会は、議会の同意を得て市長が任命する農業委員と、農業委員会が委嘱する農

地利用最適化推進委員で構成されている。

農業委員会の事務は、次の3つに大きく区分される。

(1)必須事務(法第6条第1 項、第2項)

農業委員による合議体の行政機関(行政委員会)として、法6条第1項には、農業委

員会の専属的な権限として行う事務が定められてお叺農地の権利移動についての許認

可や農地転用の事務を中心とした農地行政の執行をはじめ、農地に関連する税制などの

事務も含まれる。

これらの事務は、それぞれの地域の土地利用のあり方を踏まえた優良農地の確保とそ

の有効利用を進める上で、特に重要となっている。

また、法第6条第2項では、「農地等の利用の最適化の推進」(担い手への農地利用の

集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進)が農業委員会の必須事務
として位置付けられている。

(2)任意事務(法第6条第3項)

農業委員会が専属的に所掌する事務ではないが、農業委員会が農業者の公的代表機関

として地域農業の振興を図っていくための事務であり、農業者年金の加入推進や農業一

般に関する調査活動、情報提供活動に関する事務などを行っている。

(3)関係行政機関等に対する農業委員会の意見の提出(法第38条第1項)

農業委員会の主たる事務である「農地利用の最適化の推進に関する事務」をより効率

的かっ効果的に実施するために、必要があると認めるときは、関係行政機関等に対し農

地等利用最適化推進施策の改善について意見を提出する義務が課されている。

-4-
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5 農・業委員会における審議事項

( 1 ) 議

総

議

運営委員会

農業委員会等に関する法律の規定に基づき、農地の権利移動や転用

など農地法等の法令に関す.る事項、農業委員会の意見を要する付議

すべき事項等について、総会を開催して処理する。

小委員会

※農地法第3・4・5条の事務取扱について

総会において円滑な運営を図るため、.総会の開催前に運営委員会を

開催する。

農地法

条文

必要に応じて小委員会を設置し、調査検討を行う。

議

第3条

の

適用条件

農地を相続等した

場合

内 容

農地を売買・賃貸

借等する場合

第4条

自分の農地を農地

以外に転用する場

申請区分

「コ

第5条

市内全域

農地を農地以外に

転用する目的で、

売買・賃貸借等す

る場合

(2)総会における審議件数

ア農地法第3条に係る許可申請件数

(農地を売買・賃貸借等する場合の許可申請)

市街化区域内

届

許可者

市街化区域外

出

許可申請

事務局長

専決処分

件数(件)

市街化区域内

届

総会での

取り扱い

面.積(市)

農業委員会

イ農地法第3条に係る買受適格者証明願件数

出

市街化区域外

許可申請

報

事務局長

専決処分

平成30年度

届

件数.(件)

審議

県知事

出

許可申請

報

事務局長

専決処分

51,船3

審議

39

平成30年度

県知事

令和元年度

報

審議

51,089

29

令和元年度

令和2年度
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ウ 農地法第4条に係る許可申請件数

(市街化区域外の自分の農地を農地以外に転用する場合の許可申請)

件数(件)

面積(市)

工 農地法第5条に係る許可申請件数

(市街化区域外の農地を農地以外に転用する目的で、売買

平成30年度

件数(件)

面積(市)

オ農業経営基盤強化促進法による農用地利用集積計画作成件数

(農地の利用権設定の件数及び面積)

10

6,399

平成30年度

令和元年度

件数(件)

21,朋4

平成30年度

27

10

9,984

面積(")

'令和元年度

令和2年度

じ鷲

力農地中間管理事業による農用地利用配分計画案に対する農業委員会の意見審議件数

賃貸借等する場合の許可申請)

゛

137

北

35,' 500

※法改正により、農用地利用集積計画で一括して権利設定が可能となり、件数が減少した。

キ農地基本台帳登載申請件数

30

鞠謙

再設定

変重

件数(件)

4,015

令和元年度

322,671

219,82

102,846

0

令和2年度

r鷲

平成30年度

件数(件)

ク農業振興地域整備計画変更に対する農業委員会の意見審議件数

117

うち

26,440

17

湘雛

再設定

変更

令和2年度

258,船5

176,馴

82,322

0

件数(件)

ケ非農地判断に係る審議件数

じ'・・鷲

平成30年度

72

令和元年度

件数(件)

78

北

平成30年度

筆数(筆)

雛誕

再設定

変更

197,931

147,61

50,321

0

面積(市)

9

54

令和元年度

平成30年度

令和2年度※

5

令和元年度

5

1,015,231

64

1,211

令和2年度

8

令和元年度

12

令和2年度

-6-

6

63

1,42,917

239

令和2年度

6

1,155,640

66

4,400



(3)総会における報告件数

ア農地法第3条の3に係る届出件数

(相続等により農地を取得した場合の届出)

平成30年度

件数(件)

農地法第4条に係る届出件数

(市街化区域内の自分の農地を農地以外に転用する場合の届出)

平成30年度 令和元年度

件数(件) 60

面(圃 21,575

ウ農地法第5条に係る届出件数

(市街化区域内の農地を農地以外に転用する目的で、売買・

平成30年度 令和元年度

103

件数(件)

面積(市)

非農地証明書交付願件数

平成30年度

令和元年度

工

(遊休農地)

筆数

11,226 筆

87

数q羽

(市)

( 4 )

令和2年度

刀

29,371

管内農地(令和3年3月31日現在)

51

13,071

面積

5,826.2 ha

管内農地

令和2年度

87

賃貸借等する場合の届出)

令和2年度

筆数

149,814 筆

76

25,973

64

20,309

令和元年度

B分類(山樹ヒけ濃地)

面積 筆数

2,997.3 ha 84,318 筆

8

3,487

75

24,603

令和2年度

51.4%

686

耕作中の農地

面積 筆数

2,380.8 ha 54,270筆

9%

フ.フ%

※割合は、面積に対するもの

A分類

面積

448.1 ha

ーフー

0
0

件
面



6 農地利用の最適化の推進

平成27年8月に農業委員会等に関する法律が一部改正され、農地利用の最適化の推進
(担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進)が

農業委員会の必須事務と位置付けられた。

(1)担い手(認定農業者や認定新規就農者)への農地利用の集積'集約化

認定農業者や認定新規就農者が年度末時点で所有している農地面積

＼

【令和3年度の活動計画】

・利用権設定の終期を迎える方に対して、農地中間管理事業の活用や利用権の再設定
を促す。

.実質化された人・農地プランに沿って、集落毎に農地等利用の集積・集約化を進める。
中間管理事業や認定農業者制度にっいて農委だより、等で周知する。

(2)遊休農地の発生防止・解消

年度末時点での遊休農地面積

面積

平成30年度

210.1 ha

【令和3年度の活動計画】

農地中間管理事業が活用できる農地は同事業への誘導、活用できない農地は出,し手
と受け手のマッチングや"保全管理の指導を行う。

地域の農地の状況把、握を年間を通じて実施し、遊休農地の発生防止に努める。

(3)新規参入の促進

農地の権利移動を伴う新規参入の状況

面積

令和元年度

.

令和2年度

206.5 ha

平成30年度

18 経営体

令和2年度

338.4 ha

新規参入者数

入
得した農地面積

-8-

209.6 ha

令和元年度

※経営体とは、農業経営を行う「農家(家族、世帯)」や「農家以外の法人」等、
農業を営む組織の単位。

【令和3年度の活動計画】

就農希望者や新規就農者への相談対応を行う。

就農希望者や新規就農者の農地確保・拡大に向けて農地所有者等との調整を行う。
・就農後の定着や規模拡大などの支援を行う。

6.4 ha

平成30年度

446.7 ha

19経営体

令和2年度

4. o ha

令和元年度

448.1 ha

17経営体

3.5 ha


